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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第94期
第３四半期
連結累計期間

第95期
第３四半期
連結累計期間

第94期

会計期間

自平成25年
　１月１日
至平成25年
　９月30日

自平成26年
　１月１日
至平成26年
　９月30日

自平成25年
　１月１日
至平成25年
　12月31日

売上高 （百万円） 2,410,479 2,618,444 3,241,150

経常利益又は経常損失（△） （百万円） 46,853 △7,196 49,816

四半期（当期）純利益又は四半

期純損失（△）
（百万円） 25,555 △8,967 22,902

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 25,866 △8,701 23,388

純資産額 （百万円） 300,324 272,860 294,640

総資産額 （百万円） 1,399,715 1,473,437 1,409,081

１株当たり四半期（当期）純利

益金額又は四半期純損失金額

（△）

（円） 70.12 △24.61 62.84

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） 70.11 － 62.83

自己資本比率 （％） 21.4 18.4 20.8

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 2,783 6,893 44,310

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △9,473 △41,098 △14,270

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 13,723 66,096 △24,753

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 20,402 51,288 18,655

 

回次
第94期
第３四半期
連結会計期間

第95期
第３四半期
連結会計期間

会計期間

自平成25年
　７月１日
至平成25年
　９月30日

自平成26年
　７月１日
至平成26年
　９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 28.83 16.38

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。

３　第95期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在

するものの１株当たり四半期純損失金額であるため記載しておりません。
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２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び子会社９社）並びに関連会社12社が営む事業の内容

について、重要な変更はありません。

当第３四半期連結累計期間における、主な関係会社の異動は次のとおりです。

 

（石油事業）

当社は、平成26年２月に三井石油株式会社（現ＭＯＣマーケティング合同会社、平成26年８月１日付で株式会社か

ら合同会社へ組織変更）の発行済株式の95.5％を取得しました。同社は東洋石油販売株式会社の100％の株式と当社

の持分法適用関連会社であった極東石油工業合同会社の50％の持分を保有しておりました。その結果、平成26年３月

31日をみなし取得日としてＭＯＣマーケティング合同会社、極東石油工業合同会社及び東洋石油販売株式会社は当社

の連結子会社になりました。

 

（石油化学事業）

上記の「石油事業」に記載のとおり、極東石油工業合同会社が当社の連結子会社となりました。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクに関連し、平成26年７月31日に施行された経済産業省令

（エネルギー供給事業者による非化石エネルギー源の利用及び化石エネルギー原料の有効な利用の促進に関する法律

施行規則の一部を改正する省令）により、平成29年３月31日までに、常圧蒸留装置の処理能力に対する残油処理装置

の処理能力の比率の更なる改善等の対策が必要となります。当社は、本件について、常圧蒸留装置の能力削減を含め

た、最も経済合理性にかなった対応策を検討し、取り組んでいきます。

 

　上記の記載の他には、当第３四半期連結累計期間及び四半期報告書提出日までの期間において新たに発生した事業

等のリスクはありません。

 

　なお、文中の将来に関する事項は、四半期報告書提出日現在においての判断を示したものです。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 財政状態

当第３四半期連結会計期間末の連結貸借対照表は、四半期連結財務諸表の注記事項（連結の範囲又は持分法適

用の範囲の変更）に記載のとおり、平成26年３月31日をみなし取得日としてＭＯＣマーケティング合同会社（旧

三井石油(株)）の株式の95.5％を取得したこと、及び同日付で極東石油工業合同会社が持分法適用関連会社から

連結子会社になったことによる影響が含まれています。

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、主に売掛金及び短期貸付金が減少した一方で、それを上回る棚卸資

産及び有形固定資産の増加等により、前連結会計年度末比で644億円増加し、1兆4,734億円となりました。負債

は買掛金及び長期借入金等が減少したものの、短期借入金及び社債が増加したこと等により、前連結会計年度末

比で861億円増加し、1兆2,006億円となりました。純資産は、前連結会計年度末比で218億円減少し、2,729億円

となりました。

 

(2) 経営成績

当第３四半期連結累計期間の連結売上高は、主にＭＯＣマーケティング合同会社が期中に新たに連結子会社に

加わったことや、製品価格の上昇により、前年同期比で2,080億円増加して2兆6,184億円となりました。連結営

業損益は、ＭＯＣマーケティング合同会社の連結子会社化による増益要因もありましたが、低調な石油製品マー

ジンの影響に加え、前期に利益を押し上げる要因であった在庫評価益が大きく減少し、69億円（前年同期比564

億円減）の損失となりました。

また、連結経常損益は持分法による投資利益、為替差益、及び支払利息等の営業外損益をあわせて72億円（前

年同期比540億円減）の損失となりました。連結四半期純損益は、特別損益及び法人税の調整等の結果、90億円

(前年同期比345億円減)の損失となりました。

営業損益から、のれんの償却費を除いた各セグメントの損益は以下のとおりです。

 

①　石油事業

石油事業のセグメント利益は87億円（前年同期比546億円減）の損失となりました。在庫評価損96億円（前

年同期比467億円減）の影響を除いた当期のセグメント利益は、ＭＯＣマーケティング合同会社の利益への貢

献、及び４－９月の石油製品マージンの回復により改善しましたが、主に１－３月の低調な石油製品マージン

の影響を受けて10億円（前年同期比79億円減）の利益となりました。

 

石油事業セグメント損益　前年同四半期比較  （単位：億円）
 

項　　目

平成25年

第３四半期

累計期間

平成26年

第３四半期

累計期間

増減額

セグメント利益（△損失） 460 △87 △546

在庫評価益（△損失） 371 △96 △467

在庫評価損益を除くセグメント利益 89 10 △79
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②　石油化学事業

石油化学事業のセグメント利益は147億円（前年同期比16億円減）となりました。在庫評価損1億円（前年同

期では在庫評価益19億円）の影響を除いた当期のセグメント利益は、川崎工場の定期修理の影響及び芳香族類

のマージンの下落があったものの、好調なオレフィン類のマージン環境に支えられたことにより148億円（前

年同期では143億円）となりました。

 

(3) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物は、前連結会計年度末比で326億円増加し、513億円となり

ました。各キャッシュ•フローの状況及び主要な増減要因は次のとおりです。

営業活動によるキャッシュ・フローは、69億円の純収入（前年同期では28億円の純収入）となりました。これ

は主に、減価償却費やのれんの償却額などによる資金増加要因が、税金等調整前四半期純損失や法人税等の支払

などによる資金減少要因を上回ったことによるものです。

投資活動によるキャッシュ・フローは、411億円の純支出（前年同期では95億円の純支出）となりました。こ

れは主に、ＭＯＣマーケティング合同会社の株式を取得したことによるものです。

財務活動によるキャッシュ・フローは、661億円の純収入（前年同期では137億円の純収入）となりました。こ

れは主に運転資金の調達を目的とした短期借入金及びＭＯＣマーケティング合同会社の株式取得のための長期借

入金を増加させたことによるものです。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における当社グループ全体の研究開発活動の総額は8億円となりました。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(6) 従業員数

　当第３四半期連結累計期間における当社グループの従業員数（就業人員数）は、ＭＯＣマーケティング合同会

社、極東石油工業合同会社及び東洋石油販売株式会社が新たに当社の連結子会社となったこと等により、前連結

会計年度末比で645名増加して、3,566名となりました。

 

(7) 生産、受注及び販売の状況

　当第３四半期連結累計期間における当社グループの生産、受注及び販売実績は、以下のとおりです。

これには、平成26年３月31日をみなし取得日として、極東石油工業合同会社、ＭＯＣマーケティング合同会社が

新たに当社の連結子会社になったことによる影響を含みます。

 

① 生産実績

  当第３四半期連結累計期間の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりです。

セグメントの名称

 当第3四半期連結累計期間

（自 平成26年１月１日

 至 平成26年９月30日）

前年同期比

（％）
主な製品

石油事業
（千キロリットル）

23,381
11.4

ガソリン、ナフサ、ジェット燃料、灯油、軽

油、重油、潤滑油、液化石油ガス等

石油化学事業
（千トン）

1,999
△4.9

オレフィン類、芳香族類、石油系溶剤、石油樹

脂、ポリエチレン樹脂等

 

② 受注実績

 当第３四半期連結累計期間における主要製品の受注生産は行っておりません。
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③販売実績

 当第３四半期連結累計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりです。

セグメントの名称

当第3四半期連結累計期間
（自　平成26年１月１日
至　平成26年９月30日）

（百万円）

前年同期比
（％）

主な製品

石油事業 2,354,348 9.0
ガソリン、ナフサ、ジェット燃料、灯油、軽

油、重油、潤滑油、液化石油ガス等

石油化学事業 264,095 5.1
オレフィン類、芳香族類、石油系溶剤、石油樹

脂、ポリエチレン樹脂等

合計 2,618,444 8.6 －

（注）　各部門の販売実績は、外部顧客への売上高を記載しております。

 

(8) 主要な設備

当第３四半期連結累計期間において、ＭＯＣマーケティング合同会社及び極東石油工業合同会社を新たに当社

の連結子会社としたことにより、同社が所有するすべての資産を当社の国内子会社の主要な設備の範囲に含めて

おります。

平成26年９月30日現在

会社名

事業所名
所在地 セグメントの名称

設備の

内容

帳簿価額（百万円）

建物、構築物

及び油槽

機械装置

及び運搬具

土地

（面積㎡）

工具、器具

及び備品
合計

ＭＯＣ

マーケティング(同)

東京都

港区
石油事業

販売・給油

設備、他
4,435 1,986

9,532

(100,337)
73 16,028

極東石油工業(同)
千葉県

市原市

石油事業

石油化学事業

精製設備

製造設備
5,720 5,396

22,289

(1,519,191)
128 33,534

（注）上記の金額には消費税等は含まれておりません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 880,937,982

計 880,937,982

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現在

発行数（株）
（平成26年９月30日）

提出日現在
発行数（株）

（平成26年11月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 565,182,000 565,182,000
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

1,000株

計 565,182,000 565,182,000 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

 

（４）【ライツプランの内容】

　　　　　該当事項はありません。

 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額
（百万円）

資本金
残高

（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成26年７月１日～

平成26年９月30日
－ 565,182,000 － 35,123 － 20,741

 

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載することができないことから、直前の基準日（平成26年６月30日）に基づく株主名簿による記載を

しております。

 

①【発行済株式】

平成26年６月30日現在
 

 区分  株式数（株）  議決権の数（個）  内容

 無議決権株式 － － －

 議決権制限株式（自己株式等） － － －

 議決権制限株式（その他） － － －

 完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式 200,838,000

（相互保有株式）

普通株式     27,000

－ －

 完全議決権株式（その他） 普通株式 360,303,000 360,303 －

 単元未満株式 普通株式  4,014,000 － －

 発行済株式総数 565,182,000 － －

 総株主の議決権 － 360,303 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、㈱証券保管振替機構名義の株式が2,000株（議決権の数２個）

含まれております。

 

②【自己株式等】

平成26年６月30日現在
 

 所有者の氏名又は名称  所有者の住所

自己名義

所有株式数

（株）

他人名義

所有株式数

（株）

所有株式数

の合計

（株）

発行済株式

総数に対する

所有株式数の

割合（％）

（自己保有株式）

東燃ゼネラル石油

株式会社

東京都港区港南

１－８－15
200,838,000 － 200,838,000 35.54

（相互保有株式）

江守石油株式会社
京都府舞鶴市字浜158 27,000 － 27,000 0.00

計 － 200,865,000 － 200,865,000 35.54

 

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成26年７月１日から平

成26年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年１月１日から平成26年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、あらた監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成25年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 18,655 51,288

受取手形及び売掛金 277,929 226,612

商品及び製品 108,039 125,270

半製品 67,358 103,919

原材料 251,701 265,704

貯蔵品 8,371 10,744

短期貸付金 15,069 59

その他 23,151 25,454

貸倒引当金 △325 △321

流動資産合計 769,953 808,733

固定資産   

有形固定資産   

機械装置及び運搬具（純額） 30,959 34,890

土地 145,927 176,128

その他（純額） 67,096 82,185

有形固定資産合計 243,984 293,203

無形固定資産   

のれん 313,108 310,678

その他 21,537 23,093

無形固定資産合計 334,646 333,772

投資その他の資産   

投資有価証券 35,592 16,819

その他 25,044 21,027

貸倒引当金 △139 △118

投資その他の資産合計 60,496 37,728

固定資産合計 639,127 664,704

資産合計 1,409,081 1,473,437
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成25年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 321,262 250,568

揮発油税等未払税金 193,193 200,132

短期借入金 ※２ 123,129 ※２ 252,719

コマーシャル・ペーパー 30,000 30,000

未払法人税等 13,822 1,713

引当金 1,537 4,314

その他 88,352 97,750

流動負債合計 771,297 837,198

固定負債   

社債 40,000 75,000

長期借入金 ※２ 136,197 ※２ 124,378

繰延税金負債 15,663 16,166

退職給付引当金 122,238 120,870

修繕引当金 22,369 22,487

その他 6,675 4,474

固定負債合計 343,143 363,377

負債合計 1,114,440 1,200,576

純資産の部   

株主資本   

資本金 35,123 35,123

資本剰余金 49,561 49,561

利益剰余金 350,736 327,924

自己株式 △142,140 △142,180

株主資本合計 293,280 270,428

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 315 484

その他の包括利益累計額合計 315 484

新株予約権 72 146

少数株主持分 971 1,801

純資産合計 294,640 272,860

負債純資産合計 1,409,081 1,473,437
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年１月１日
　至　平成25年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年１月１日
　至　平成26年９月30日)

売上高 2,410,479 2,618,444

売上原価 2,291,618 2,550,710

売上総利益 118,861 67,733

販売費及び一般管理費 69,325 74,638

営業利益又は営業損失（△） 49,535 △6,905

営業外収益   

受取利息 670 77

受取配当金 111 200

為替差益 － 731

持分法による投資利益 3,530 601

受取補償金 － 292

その他 93 659

営業外収益合計 4,405 2,562

営業外費用   

支払利息 2,511 2,300

為替差損 4,478 －

社債発行費 46 156

その他 52 397

営業外費用合計 7,088 2,854

経常利益又は経常損失（△） 46,853 △7,196

特別利益   

固定資産売却益 776 1,692

段階取得に係る差益 127 431

負ののれん発生益 134 －

特別利益合計 1,038 2,124

特別損失   

固定資産除売却損 684 2,399

減損損失 12 113

和解金 － 1,169

特別損失合計 696 3,683

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
47,194 △8,756

法人税等 21,485 114

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益

調整前四半期純損失（△）
25,708 △8,870

少数株主利益 153 96

四半期純利益又は四半期純損失（△） 25,555 △8,967
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年１月１日
　至　平成25年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年１月１日
　至　平成26年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益

調整前四半期純損失（△）
25,708 △8,870

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 120 167

持分法適用会社に対する持分相当額 37 1

その他の包括利益合計 157 169

四半期包括利益 25,866 △8,701

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 25,711 △8,798

少数株主に係る四半期包括利益 154 96
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年１月１日
　至　平成25年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年１月１日
　至　平成26年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半

期純損失（△）
47,194 △8,756

減価償却費 16,950 17,162

のれん償却額 12,693 12,956

負ののれん発生益 △134 －

持分法による投資損益（△は益） △3,530 △601

減損損失 12 113

退職給付引当金の増減額（△は減少） △2,935 △4,044

修繕引当金の増減額（△は減少） 4,499 △2,130

受取利息及び受取配当金 △781 △277

支払利息 2,511 2,300

為替差損益（△は益） － △741

段階取得に係る差損益（△は益） △127 △431

和解金 － 1,169

受取補償金 － △292

固定資産除売却損益（△は益） △92 706

売上債権の増減額（△は増加） 6,505 77,643

たな卸資産の増減額（△は増加） △63,042 25,694

仕入債務の増減額（△は減少） 29,735 △73,868

未収入金の増減額（△は増加） 1,144 921

未払金の増減額（△は減少） △66,573 △19,075

その他 2,095 △6,091

小計 △13,874 22,359

利息及び配当金の受取額 1,635 1,119

利息の支払額 △2,265 △2,336

法人税等の還付額 28,628 4,554

法人税等の支払額 △11,340 △17,925

和解金の支払額 － △1,169

補償金の受取額 － 292

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,783 6,893

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △7,734 △15,337

有形固定資産の売却による収入 2,094 2,461

無形固定資産の取得による支出 △2,723 △2,754

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出
△1,164 △25,503

長期貸付けによる支出 △9 △27

長期貸付金の回収による収入 64 63

投資活動によるキャッシュ・フロー △9,473 △41,098
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  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年１月１日
　至　平成25年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年１月１日
　至　平成26年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 63,239 61,397

長期借入金の返済による支出 △51,807 △85,860

長期借入れによる収入 50,000 70,000

コマーシャル・ペーパーの純増減額（△は減少） △44,000 －

社債の償還による支出 － △1,000

社債の発行による収入 9,953 34,843

自己株式の取得による支出 △152 △41

自己株式の売却による収入 3 1

配当金の支払額 △13,514 △13,245

財務活動によるキャッシュ・フロー 13,723 66,096

現金及び現金同等物に係る換算差額 － 741

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 7,032 32,633

現金及び現金同等物の期首残高 13,369 18,655

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 20,402 ※１ 51,288
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　平成26年２月、当社が三井石油株式会社（現ＭＯＣマーケティング合同会社、平成26年８月１日付で株式会社か

ら合同会社へ組織変更）の発行済株式の95.5％を取得したことに伴い、平成26年３月31日をみなし取得日として、

第１四半期連結会計期間より、ＭＯＣマーケティング合同会社と同社がその全株式を保有する東洋石油販売株式会

社を連結の範囲に含めております。

また、当社の連結子会社及びＭＯＣマーケティング合同会社が極東石油工業合同会社の持分をそれぞれ50％ずつ

保有していたことにより、極東石油工業合同会社は、平成26年３月31日をみなし取得日として、第１四半期連結会

計期間より持分法適用の範囲から除外し、連結の範囲に含めております。当該連結の範囲の変更は、当四半期連結

会計期間の属する連結会計年度の連結財務諸表に重要な影響を与える見込みです。

ＭＯＣマーケティング合同会社及び極東石油工業合同会社の業績の概要は以下のとおりです。

 

ＭＯＣマーケティング合同会社（*）              極東石油工業合同会社

              平成26年３月期                                 平成25年12月期

売上高        388,206百万円                   売上高         638,566百万円

経常利益        1,025百万円                   経常利益         7,027百万円

当期純利益      2,198百万円                   当期純利益       4,265百万円

純資産額        7,895百万円                   純資産額        31,371百万円

総資産額       85,877百万円                   総資産額       249,524百万円

 

（*）平成26年３月31日現在の社名は、ＭＯＣマーケティング株式会社です。

 

 

（四半期連結貸借対照表関係）

１　支払保証債務

(1) 銀行借入金等

保証先
前連結会計年度

（平成25年12月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成26年９月30日）

バイオマス燃料供給有限責任事業組合 2,016百万円 3,468百万円

当社及び連結子会社従業員 147 136

計 2,163 3,605

 

(2) 信用状取引

保証先
前連結会計年度

（平成25年12月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成26年９月30日）

バイオマス燃料供給有限責任事業組合 9,585千ドル 9,319千ドル

 (1,010百万円） （1,019百万円）

 

(3) 輸入消費税延納支払

保証先
前連結会計年度

（平成25年12月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成26年９月30日）

バイオマス燃料供給有限責任事業組合 179百万円 539百万円
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※２　財務制限条項

前連結会計年度
（平成25年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（平成26年９月30日）

当社の借入金のうち、135,000百万円（１年以内返済予

定額を含む）には、契約で定められた条項に抵触した場

合、多数貸付人の請求に基づく通知により、該当する融資

契約上の債務について期限の利益を喪失する財務制限条項

が付されております。条項は契約ごとに異なりますが、そ

のうち主なものは以下のとおりです。

当社の借入金のうち、150,000百万円（１年以内返済予

定額を含む）には、契約で定められた条項に抵触した場

合、多数貸付人の請求に基づく通知により、該当する融資

契約上の債務について期限の利益を喪失する財務制限条項

が付されております。条項は契約ごとに異なりますが、上

記借入金のうち短期借入金30,000百万円には、以下の条項

が付されております。

(1) 各事業年度の本決算期末日における連結貸借対照表に

記載される純資産合計金額を、①平成24年12月期第２

四半期末日における連結貸借対照表に記載された純資

産合計金額、②直前期末日における連結貸借対照表に

記載された純資産合計金額、又は③1,800億円のいず

れか最も高い金額の75％以上に維持すること。

(1) 各事業年度の本決算期末日における連結貸借対照表に

記載される純資産合計金額を、①平成24年12月期第２

四半期末日における連結貸借対照表に記載された純資

産合計金額、②直前期末日における連結貸借対照表に

記載された純資産合計金額、又は③1,800億円のいず

れか最も高い金額の75％以上に維持すること。

(2) 初回を平成24年12月期及び平成25年12月期として、本

決算期末日における連結損益計算書に記載される営業

損益（在庫評価損益をその計算に含めない）を２期連

続して損失としないこと。

 

(2) 初回を平成24年12月期及び平成25年12月期として、本

決算期末日における連結損益計算書に記載される営業

損益（在庫評価損益をその計算に含めない）を２期連

続して損失としないこと。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成25年１月１日
至 平成25年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成26年１月１日
至 平成26年９月30日）

現金及び預金勘定 20,402百万円 51,288百万円

現金及び現金同等物 20,402 51,288

 

 

（株主資本等関係）

前第３四半期連結累計期間（自　平成25年１月１日　至　平成25年９月30日）

配当に関する事項

配当金支払額

決議 株式の種類

配当金の

総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年３月26日

定時株主総会
普通株式 6,926 19.00 平成24年12月31日 平成25年３月27日 利益剰余金

平成25年８月14日

取締役会
普通株式 6,923 19.00 平成25年６月30日 平成25年９月12日 利益剰余金

 

当第３四半期連結累計期間（自　平成26年１月１日　至　平成26年９月30日）

配当に関する事項

配当金支払額

決議 株式の種類

配当金の

総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年３月25日

定時株主総会
普通株式 6,922 19.00 平成25年12月31日 平成26年３月26日 利益剰余金

平成26年８月14日

取締役会
普通株式 6,922 19.00 平成26年６月30日 平成26年９月12日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間（自　平成25年１月１日　至　平成25年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 石油事業 石油化学事業 合計
調整額

（注１、２）

四半期連結
損益計算書
計上額

売上高      

外部顧客への売上高 2,159,230 251,248 2,410,479 － 2,410,479

セグメント間の

内部売上高又は振替高
1,401,891 159,743 1,561,634 △1,561,634 －

計 3,561,121 410,991 3,972,113 △1,561,634 2,410,479

セグメント利益 45,974 16,254 62,229 △12,693 49,535

（注）１　調整額△1,561,634百万円は、セグメント間取引消去によるものです。

２　のれんの償却額△12,693百万円は、各報告セグメントに配分していないため、調整額の欄に記載し

ております。

３　セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

当第３四半期連結累計期間（自　平成26年１月１日　至　平成26年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 石油事業 石油化学事業 合計
調整額

（注１、２）

四半期連結
損益計算書
計上額

売上高      

外部顧客への売上高 2,354,348 264,095 2,618,444 － 2,618,444

セグメント間の

内部売上高又は振替高
1,777,236 44,257 1,821,494 △1,821,494 －

計 4,131,584 308,353 4,439,938 △1,821,494 2,618,444

セグメント利益又は損失（△） △8,650 14,702 6,051 △12,956 △6,905

（注）１　調整額△1,821,494百万円は、セグメント間取引消去によるものです。

２　のれんの償却額△12,956百万円は、各報告セグメントに配分していないため、調整額の欄に記載し

ております。

３　セグメント利益又は損失（△）の合計額は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っており

ます。
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（１株当たり情報）

前第３四半期連結累計期間（自　平成25年１月１日　至　平成25年９月30日）

１　１株当たり四半期純利益金額 70円12銭

 

（注）　算定上の基礎

四半期純利益 25,555百万円

普通株主に帰属しない金額 －

普通株式に係る四半期純利益 25,555百万円

普通株式の期中平均株式数 364,458,650株

 

２　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 70円11銭

 

（注）　算定上の基礎

四半期純利益調整額 －

普通株式増加数 45,244株

 

当第３四半期連結累計期間（自　平成26年１月１日　至　平成26年９月30日）

１　１株当たり四半期純損失金額 △24円61銭

 

（注）　算定上の基礎

四半期純損失 △8,967百万円

普通株主に帰属しない金額 －

普通株式に係る四半期純損失 △8,967百万円

普通株式の期中平均株式数 364,347,302株

 

２　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損

失金額であるため記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

(1)決算日後の状況

特記事項はありません。

 

(2)中間配当

平成26年８月14日開催の取締役会において、当期中間配当につき、次のとおり決議いたしました。

　① 中間配当による配当金の総額　　　　　　　 6,922百万円

　② １株当たりの金額　　　　　　　　　　　　 19円00銭

　③ 支払請求の効力発生日及び支払開始日　　　 平成26年９月12日

 

（注）平成26年６月30日現在の最終の株主名簿等に記載又は登録されている株主又は登録株式質権者に対して支払

を行いました。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成26年11月14日

東 燃 ゼ ネ ラ ル 石 油 株 式 会 社

取　締　役　会　御　中

 

 あらた監査法人

 

 
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 小　林　昭　夫　 印

 

 
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 矢　野　貴　詳　 印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東燃ゼネラル石

油株式会社の平成26年１月１日から平成26年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成26年７月１日

から平成26年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年１月１日から平成26年９月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結

キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東燃ゼネラル石油株式会社及び連結子会社の平成26年９月30日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示し

ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１.上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２.ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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